
①今後の農福連携の強⼒な推進に向け、農福連携の効果を客観的に提⽰することを⽬的に、農福連携の取組が農業経営にもた
らす効果について⽂献調査により整理を⾏った。調査にあたっては、関連する情報を収集・分析し、可能な限り網羅的・体系
的に整理し、また、後述する訪問調査を通じた先進的な農福連携の事例も参考としながら、定量的・定性的な効果を把握する
ために有益な情報を抽出・整理することとした。

②農福連携に取り組む農業経営体４件にて実地調査（現地調査２回程度）を⾏い、各主体が感じている効果をお伺いし、その
効果の⾒える化（効果を⽣み出す要因と効果の内容整理、数値等での提⽰）を⾏う。他の農業経営体が農福連携に関⼼を抱く
きっかけとなる情報の発信につなげるほか、特に、農福ならではの効果を把握するため、障がい者の受け⼊れに伴い⾏った農
業現場の作業環境の改善による効果、障がい者や福祉事業所との交流による効果等に着⽬して効果を分析する。

〜農福連携の全国展開の推進に向けて〜 本調査の⽬的と実施内容

⽬標：2024年度までに、農福連携に取り組む主体を新たに3,000創出
「農業経営のどの部分でどれくらいの利益率アップを実現しているか、
どのように作業を切り出し、付加価値を創造する⼯夫を⾏っているか
など、雇⽤管理⾯を含め、地⽅公共団体において把握している情報も
参考にしつつ、定量的なデータを収集・解析し、農福連携のメリット
を客観的に提⽰していく。これにより、農福連携が付加価値を⽣み出
すことを定量的に明らかにしていく。」

農福連携等推進ビジョン（案）（令和元年６⽉４⽇）※1

■国が⽬指す⽅向性（〜令和６年度） ■国等のこれまでの取組・現状（〜令和元年度）

福祉関係者等を主なターゲットに情報発信
⇒農福連携そのものに知識や関⼼のない農業者等への働きかけや国⺠全
体への理解促進に向けた取組が必ずしも⼗分⾏われてこなかった※1

本事業で実施した調査

農業経営体が新たに農福連携に取り組みたいと思う情報や農福連携の意義を⽰した
農業経営への効果を発信していくことが重要

障害者雇⽤に関⼼の無い農業法⼈が７割 ※2
（あまり関⼼が無い・わからない、の合計。平成21年時点）

農福連携の普及啓発に関する調査・研究事業
（農業経営にもたらす効果の調査・研究）調査報告書【概要版】

※2 資料）農村振興局都市農村交流課（平成２８年３⽉１８⽇農福連携推進フォーラム発表資料）「農福連携の推進〜 現状と課題〜」※1 資料）農林⽔産省「平成30年度 ⾷料・農業・農村⽩書」

※本調査は令和元年度 農⼭漁村振興交付⾦（農福連携対策のうち普及啓発等推進対策事業）の補助を受けて実施した
令和2年3⽉31⽇ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社



【農業経営への効果】

販路の確保・拡⼤

農・福双⽅の資源の活⽤

事業強化・経営多⾓化

従業員の意欲向上

品質向上

作業効率の向上

【農業経営上の課題︓効果整理の視点】

・経営や財務管理（経営上の確認・評価等）、
経営改善

・経営に役⽴つ情報の獲得
・災害対応や事業環境の変化に
対応できるリスク管理／等

・⾼齢化や担い⼿不⾜による労働⼒不⾜
・多様な⼈材の働きやすい職場環境の整備、
労働条件の改善

・従業員の意欲向上
・経営継承 ／等

・消費者や実需者のニーズに沿った
⾼付加価値化、訴求⼒アップ、
販路の確保 ／等

・効率的で⾼度化した⽣産⽅式の推進
・コスト管理
・省⼒化、農地集積・集約化による規模拡⼤
・GAP、HACCP等の導⼊による
衛⽣管理⾯等の信頼性確保

・基盤整備 ／等

・環境に配慮した農業⽣産の実施
・近隣からの理解獲得
・地域農業の発展に資する活動の実施 ／等

【農福連携によって⽣じる変化・求められる対応】

A 経営マネジメントの改善
につながる効果

C 商品の付加価値の向上
につながる効果

D ⽣産コスト削減、⽣産・製造管理
の⾼度化につながる効果

B ⼈材の育成・確保
につながる効果

E その他の効果

売上・収益向上 企業や商品のブランド化に伴う⾼付加価値化

⼤分類

⽂献調査・現地調査で把握した農福連携の取組が農業経営にもたらす効果

誰もが理解できる指⽰の確⽴（マニュアル化等）誰もが働きやすい労働環境の確⽴
経営者・従業員の指導⼒の向上

各能⼒・適性に応じた作業依頼適切な⼈員配置

商品の訴求⼒の向上

労働⼒の確保

⼈材の獲得・増加

「⼈を活かす」⼈員配置への転換

⽣産コスト削減

地域農業への発展

社会貢献

既存従業員の責任感が向上

農業者と異なる適性をもつ⼈材の獲得

6時産業化等、新たな事業展開の実施

⼿作業が可能な体制が構築できる

新たな経営⽅針、事業⽅針の構築

企業や商品のブランド化に伴う⾼付加価値化（再掲）

加⼯・流通へ参⼊（6次産業化）

連携先の福祉事業所等の新規販路獲得

農業⽣産⼯程管理（GAP）
の徹底 ⽣産⼯程管理の考えが⾝につく/・実践できる

作業所の設置等、基盤整備が進む

耕作放棄地の活⽤が進む

農地管理の担い⼿（団体・⼈⼿）が増加する

関連する交付⾦・助成⾦が活⽤できる

市場ニーズに合致した新規品⽬の導⼊

安全に働ける職場環境の整備
・配慮が求められる

通年の作業創出が求められる

農業現場で働く既存の⼈材とは異なる
個性・特性を有する⼈材の流⼊

既存の作業⽅法・道具、設備等の⾒直しが
求められる

適性の⾒極めのため配置を得意とする
福祉事業所との連携が発⽣

⼩分類

障がい者の活躍・仕事の場の創出

作業導線の⾒直し・作業⼯程の⾒直しが進む

安全な作業環境の構築

多分野との連携が発⽣し
活⽤できる資源・⽀援等が拡⼤

農業の担い⼿が他分野から流⼊

分かりやすい指⽰・作業⽅法の確⽴が
求められる

農作業に適したスキルを持った⼈材獲得

作業内容・企業に対する
新たな評価がうまれる

通年作業の創出が求められる（再掲）

個⼈の適性の⾒きわめ、⼈員配置を得意とする
福祉事業所との連携が発⽣

未経験者への分かりやすい指⽰が求められる

従業員間のコミュニケーションの活性化

農業現場で働く既存の⼈材とは異なる
個性・特性を有する⼈材の流⼊（再掲）

より丁寧な指⽰・指導や
配慮が求められる

資料）令和2年3⽉31⽇ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社作成

＜令和元年度版＞



農福連携によって⽣じる変化と効果

■農業経営強化・組織⼒強化のための⼿法となる
①農業経営変⾰のきっかけを与えてくれた福祉の視点・⼒を｢借りて｣農福連携を進め、②それによって
障がい者が産業界で活躍できる・役⽴てる存在になるという｢成果｣をうみ、③障がい者を雇⽤できる経
営体になることで、｢農業を強くする｣ことができ、⾼齢者も⼥性も働きやすい産業にすることができる。
（ユニバーサル農業の実現）
また、従来代表者のみが対応していた作業は、作業分解や作業⼿法の改善により障がい者が全て担
えるようになったため、代表者が組織作りに注⼒できるようになった。

■事業全体への効果が⽣まれている
農福連携に取り組み始めてから、これまで、売上は右肩上がりとなっている。

農福連携を通じて特に感じている効果（全般）

１．京丸園株式会社（静岡県浜松市）
事業概要（令和元年度時点）
【法⼈形態】農地適格所有法⼈
【耕地⾯積】計1.3ha
【⽣産品⽬】施設栽培︓姫みつば、姫ちんげん（ﾁﾝｹﾞﾝｻｲ）、姫ねぎ等

露地栽培︓⽶

売上額：３億円以上直接雇⽤従業員：100名

障がい者との関わり
• 平成8年より受け⼊れを開始。障がい者は「⼼耕部」に所属。給与は能⼒に応

じて⽀払い（最低賃⾦の減額の特別許可を得る者も⼀部あり）。障がい者は
施設栽培における農作業〜出荷作業（パック詰め）まで広く関わる

• 株式会社ひなり（特例⼦会社）への作業委託も実施

≪農業経営への主な効果≫

■トレイの洗浄
農福連携拡⼤前 農福連携取組後

トレイ１枚あたり
10.8秒で洗浄

経験と勘を頼りに
⼿作業にて洗浄

作業効率2.5倍
トレイ１枚あたり
4.32秒で洗浄

洗浄品質が均⼀に

「綺麗に洗う」ことを指⽰

【農福連携による変化】
既存の⼯程・⼿法を

初めて⾒直すきっかけに

作業⼯程ありきの
⼿法・設備

完全な機械化やシステム化がな
されておらず、農業だからこそ柔軟
に対応ができる

売上・収益向上

適切な⼈員配置

地域農業への発展

作業効率の向上

誰もが働きやすい労働環境の確⽴

農業⽣産⼯程管理（GAP）の徹底

作業効率の向上

洗浄を補助する機械を導⼊

障害者⽀援法
の施⾏をきっかけ
に、障がい者に
とってメリットが⼤
きいことから、

NPO法⼈（就
労継続⽀援事
業）の⽴ち上げ

障がい者への
作業委託や
雇⽤を開始

■経営状況

経験と勘を頼りに
⼿作業にて洗浄 売上・収益向上

福祉側（特別⽀援学校）から「綺麗に
洗う」は作業指⽰ではないことを指摘され、
作業指⽰が明確でないことに気がつく

農業⽣産⼯程管理（GAP）の徹底

誰もが働きやすい労働環境の確⽴
取組開始後
右肩上がり 3

現地調査結果概要



農福連携によって⽣じる変化と効果

■農業経営のあり⽅に新たな選択肢を提供
農福連携の効果として最も感じているものは「価値観」の獲得である。具体的には、農業経営の⽅針として、⾃
社の農業が誰のための農業なのかを検討した結果、障がい者主体の農業経営を⾏うことが⾃社の⽬的であり重
要な価値観であると気がついた。当初より障がい者との連携ありきの農業を⾏っており、⽵内農園は「儲ける」こと
よりも、障がい者主体の事業を⾏うこと⾃体を農業経営の⽬的としている。農業経営のあり⽅として「農福連携」
という新たな経営像を実現し、代表者⾃⾝が新たな価値観を得た事業展開を⾏っていることそのものが効果であ
ると感じている。
■認知度が向上し販路開拓にも寄与
農福連携の先進取組主体として、各種広報に取り上げられることが増加した。その結果、⾃社の認知度があがり、
注⽬度も上がった結果、販路の拡⼤にもつながったと感じている。

農福連携を通じて特に感じている効果（全般）

２．合同会社⽵内農園（北海道北広島市）
事業概要（令和元年度時点）
【法⼈形態】農地適格所有法⼈
【耕地⾯積】計3.9ha
【⽣産品⽬】⼩松菜、⽔菜、サニーレタス、リーフレタス、ズッキーニ、中⽟トマト、

スナップエンドウ、いんげん、ナス、ピーマン、スイートコーン等15品⽬

売上額：⾮公表作業委託従業員：3名
※代表者含む

障がい者との関わり
• 代表者が農業で独⽴した平成26年から２つの福祉法⼈に作業を委託しており、

Ｘ福祉事業所からは１⽇あたり３名の利⽤者（⽀援員１名）、Ｙ福祉事業
所からは１⽇あたり５名の利⽤者（⽀援員１名）を受⼊れている

• 精神障がい者が多く、障がい者は収穫、野菜の袋詰め、播種等を⾏う

≪農業経営への主な効果≫

冷夏、台⾵、地震等で北海道の
農業に重⼤な被害が発⽣

社会貢献

売上・収益向上

通年作業の捻出が必要 障がい適性にあわせ
新たな品⽬を次々に導⼊

農福連携拡⼤前 農福連携拡⼤後
事業強化・経営多⾓化

福祉法⼈へ
作業委託

■経営状況

新規参⼊
農福連携を
前提とした

農業参⼊を実施

商品の訴求⼒の向上

販路拡⼤

売上・収益向上

誰もが働きやすい労働環境の確⽴

地域農業への発展

販路の確保・拡⼤

事業強化・経営多⾓化

15品⽬を栽培
年間200⽇出荷

売上前年⽐17％アップ
（平成30年）

複数品⽬を栽培していたことで
被害を最⼩化

事業強化・経営多⾓化

売上17%増
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農福連携によって⽣じる変化と効果

■農業の担い⼿の確保
・健常者の雇⽤者（特に、農業経営に関⼼のある⼈）はすぐに離職・独⽴することが多く、ほ場の管理等を任せる⼈材が
不⾜しやすいが、障がい者は⻑期にわたって働いてくれるため、安定して作業を担当してもらえる。

・農業経営だけではなく、農福連携や障がい者福祉に関⼼がある健常者の雇⽤に繋がっている。

■障がい特性を活かした⾼い作業効率（集中⼒の継続）
・健常者の場合、同じ作業を⻑時間継続することは難しいが、障がい者は、効率を落とさず同じ作業を継続できる。現在障
がい者が担当している作業を健常者だけで⾏おうとすると、効率が下がってしまう。

■多様な補助⾦の活⽤
・農業分野だけでなく、福祉分野の補助⾦を活⽤でき、施設整備や農業経営の強化に繋げることができる。

農福連携を通じて特に感じている効果（全般）

３．有限会社岡⼭県農商（岡⼭県岡⼭市）
事業概要（令和元年度時点）
【法⼈形態】農地適格所有法⼈
【耕地⾯積】約10ha
【⽣産品⽬】施設栽培︓ミニトマト等

露地栽培︓ネギ、サツマイモ、⾥芋、⿊⾖、ホウレンソウ、⼩松菜等

売上額：1億円〜3億円直接雇⽤障がい者雇⽤
：73名

障がい者との関わり
• 平成９年より、地域の障害者福祉施設の障がい者と交流活動を開始。その後、

岡⼭県農商の法⼈化に伴って、知的障がい者を雇⽤し、平成20年にNPO法
⼈岡⼭⾃⽴⽀援センターを設⽴

• 障がい者は⽣産作業、ネギ加⼯まで関わる

≪農業経営への主な効果≫

農福連携拡⼤前 農福連携拡⼤後

売上・収益向上

事業強化・経営多⾓化

労働⼒の確保

作業効率の向上

農・福双⽅の資源の活⽤

社会貢献

売上・収益向上

事業強化・経営多⾓化

売上１億6千万円
（平成28年）

障がい者
雇⽤を拡⼤

売上45%増

ミニトマト栽培⾯積
60a (拡⼤予定)

障がい者雇⽤者数
73名（令和2年）

農業⽤ハウス
2棟整備

■経営状況

売上１億1千万円
（平成24年）

ネギ中⼼の栽培

障害者⽀援法
の施⾏をきっかけ
に、障がい者に
とってメリットが⼤
きいことから、

NPO法⼈（就
労継続⽀援事
業）の⽴ち上げ

農・福双⽅の資源の活⽤

トマトの加⼯品開発にも着⼿

ネギの加⼯作業における
⾼い作業効率

作業効率の向上
障がい者が作業しやすい

品⽬として、ミニトマトを導⼊
※作業しやすいバック栽培を導⼊

補助⾦⾯でのメリットが⼤きい 福祉分野の補助
⾦を有効活⽤

雇⽤障がい者の
賃⾦上昇

⼿厚い⽀援・指導により、
障がい者の就労能⼒向上
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農福連携によって⽣じる変化と効果

■経営強化
・⼈⼿が増えたことにより、代表者⾃⾝が現場に出る時間が減り、代表者が、販路拡⼤や新商品開発について考える時間
を確保できるようになり、実際に新商品が誕⽣した。
■職場の環境改善・効率化
・障がい者に作業を委託するようになってからは、暑さ対策等、作業環境を整え、誰もが働きやすい職場づくりを⾏うように
なった。ハウス内 の各列に列番号を掲⽰するようになり、病害発⽣箇所の伝達が正確になるという副次的効果も発現。
■販路の視野の広がり
・従来はヘタの取れてしまったトマトは出荷先がなかったが、障がい者がミニトマトを収穫する際、時々トマトのヘタが取れてし
まう場合もあることから、新たな販売先取引するようになり、販路開拓に対して新たな視点を持つようになった。
■安定した⼈員確保・⼈材獲得コストの削減
・特例⼦会社に作業委託を⾏うことで、⼀度に３⼈の⼈材を確保することができ、⼈材獲得コストの削減につながっている。
また、特例⼦会社が障がい特性に適した委託先・作業を選定しているため、障がい者とのミスマッチも起こりにくい。

農福連携を通じて特に感じている効果（全般）

４．まるたか農園（静岡県浜松市）
事業概要（令和元年度時点）
【法⼈形態】家族経営
【耕地⾯積】約1ha
【⽣産品⽬】施設栽培︓トマト、ミニトマト、スナップエンドウ、梨等

露地栽培︓スナップエンドウ、梨等

売上額：
5,000万円〜1億円作業委託障がい者雇⽤

：3〜4名
障がい者との関わり
• 平成23年から特定⼦会社Aに作業委託を⾏い、障がい者３〜４名（サポート

スタッフ１名が同伴）がトマト栽培の定植から収穫までのほとんどの作業で⼀部
委託を⾏っている

• 上記の他、福祉施設へのパック詰め作業委託、障がい者⽀援施設利⽤者への
除草作業依頼を実施

≪農業経営への主な効果≫

農福連携拡⼤後

売上・収益向上

事業強化・経営多⾓化

労働⼒の確保

作業効率の向上

社会貢献

売上・収益向上

事業強化・経営多⾓化

特例⼦会社
から障がい者
を受け⼊れ

トマト・ミニトマト栽培
⾯積増加︓100a

新商品
“ハピフルとまと”の誕⽣

新たな取引先との
つながり

■経営状況
トマト・ミニトマトの
栽培⾯積︓10a

同⼀圃場での連
作による連作障
害に悩まされてい
た際、規模拡⼤
のための農地、
販路確保はでき
たものの、⼈⼿
不⾜が課題と
なっていた。

特例⼦会社による障がい者の
特性を踏まえた⼈材確保

就労後のミスマッ
チ減少

経営者の現場作業
時間減少

（現場作業以外の
時間増加）

労働⼒の確保

誰もが作業しやすい環境
の整備

作業効率の向上

販路の確保・拡⼤

誰もが働きやすい労働環境の確⽴

［ハウス内の各列に札を掲⽰］

サポートマネージャーの随⾏

⼈材獲得コストの
低減

指導・監督負担
の軽減

販路の拡⼤従来とは異なる収穫⽅法の導⼊ 新たな販路への販売

視察受⼊回数
の増加社会貢献

農福連携拡⼤前
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